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3.5 防災関連施設整備のための事業手法等 

本項では、東北圏の防災関連施設の整備にあたり、活用可能な事業制度の参考として資するため、

新規整備のほか、既存施設の耐震化･機能強化に関わる事業制度と事例を整理する。 

 

3.5.1  防災関連施設整備に関わる事業制度 

(1)  地域防災拠点施設整備モデル事業（内閣府） 

• 本事業は、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111 号）に基づいて都道府県知事が

作成する地震防災緊急事業五箇年計画に掲げられた地域防災拠点施設のうち、所定の要件

を満たす施設を整備することにより、当該施設が整備される地域の防災性の向上を図ると

ともに、地域防災拠点施設整備のモデル事例を提供し、もって地震災害に対する地域住民

の安全の向上に資することを目的とする。国が整備したものは県境に関わらず機能し、県

が整備したものについては、その県における対象地域全域に対して機能することを想定す

るものである。 

• 東北圏では、H20 八戸消防防災拠点施設（仮称）、H21 年度新潟市災害対策センター、H18

年度宮城県女川町津波避難センター（仮称）などが、本事業に採択されている。 

 

・ 事業主体：地方公共団体 

・ 補助率等：１／２（各事業箇所の国庫補助金の上限額は２億５千万円。なお、既存庁舎の

リフォームによる整備の場合は、上限２億円。） 

・ 補助対象：地域における津波避難や災害対策活動の中核的な拠点としての機能に加え、防

災教育機能、備蓄機能を備えた施設の整備費用 

 

• 以下に、事業実施要綱を示す。 
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(2)  災害拠点病院等の耐震化整備 

災害拠点病院と救命救急センターは全国に計約６００施設あるが、すべての建物で震度６強

以上の地震に対する耐震安全性の基準を満たしているのは、３７３施設にとどまっている。 

 臨時特例交付金は、拠点病院、センターと二次救急病院が対象で、希望のなかった秋田県

を除く４６都道府県が配分を受けて基金を創設。2010 年度中に着工する医療機関に、申請のあ

った工費の２分の１を助成する予定となっている。 

 

 都道府県で上乗せ負担を決定、検討しているのは東京や長崎などわずか。ほとんどの施設

は交付金以外の費用を事業者側が自己負担する見込みとなっている。 

 

 

 

出典）http://www.jiha.jp/taishin.pdf 

図 3.11 災害拠点病院等の耐震化整備 
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3.5.2  官民の連携協同による災害時拠点の確保 

自然災害発生時に量的または質的に不足が予測される災害時拠点施設について、民間施

設を民間企業等と連携を図って災害時拠点施設として確保・運営する方策が検討されてい

る。 
官民連携による災害時拠点施設に求められる主な機能は①情報収集・伝達機能、②災害

対策本部および活動要員集結機能、③避難・収容機能、④医療・救護、保健・衛生機能、

⑤物資備蓄・集配機能、⑥復旧機能に大きく分類される。 
 

表 3.11 災害時拠点施設の機能と活用が考えられる民間施設 

 

出典）｢官民の連携協働による災害時拠点の確保・運営方策について｣JICE REPORT vol.15/ 09.07  
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●官民連携協働による災害時拠点の確保・運営方策に関するガイドライン（案） 

災害時拠点施設の確保・運営が行えるよう、地元公共団体等に向けた「官民連携協働

による災害時拠点の確保・運営方策に関するガイドライン（案）（国土交通省都市・地域

整備局）」が作成されている。 
官民連携による災害時拠点施設の確保・運営方策のポイントを以下に示す。 
・災害時拠点施設の現状把握 
・災害時拠点施設の機能に応じた要件の整理 
・協力相手の見つけ方 
・災害時拠点施設確保の促進に向けた条件整備 
・災害時協定等の締結 
・災害時拠点施設の管理・運営体制 
・官民連携による災害時拠点施設の機能維持 
・地域の活用による管理・運営体制 
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3.5.3  防災関連施設整備に関わる事業制度活用事例 

～東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の事業手法～ 

• 首都圏広域防災拠点整備協議会において、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点の具体的整備

箇所、整備手法、確保する機能等が決定され、有明の丘地区、東扇島地区ともに、平成 20

年度に供用開始となっている。 

• 有明の丘地区では、わが国初の国営防災公園事業として、都立公園と一体的に整備すると

いう新たな事業制度を活用したものとなっている。 

 

表 3.12 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の事業手法 

整備箇所 有明の丘地区 東扇島地区 
機 能 被災時には広域防災のヘッドクォー

ター、広域支援部隊･災害ボランティ
ア等のコア部隊のベースキャンプ､
災害時医療の支援基地及び緊急輸送
物資の中継基地として機能するとと
もに、平常時には合同訓練･研修や体
験学習を行うことができるようにす
るとともに､人々の魅力的な憩いの
場として利用する。 

被災時には海外からの救援物資をは
じめとした物流に関するコントロー
ル、海上輸送から海上輸送･河川舟運･
陸上輸送等への中継基地及び広域支
援部隊･災害ボランティア等の一時集
結地･ベースキャンプとして機能する
とともに、平常時には防災についても
意識しつつ、人々の魅力的な憩いの場
として利用する。 

整備手法 1. 全体規模は 13.2ha 
2. 我が国初の国営防災公園事業と
して、都立公園と一体的に整備。 

3. 災害発生時には国と八都県市の
合同現地対策本部が設置 

4. 平常時には防災に関する学習・情
報発信の拠点となる屋内防災体験
学習施設等。 

5. 拠点施設については内閣府と国
土交通省との兼用工作物 

6. 周辺の公園（東京臨海広域防災公
園）については東京都（都立公園
6.7ha）と国土交通省（国営公園
6.5ha） 

7. 平成 20 年 6 月 22 日竣工 防災
施設供用開始（平成 21 年 1 月 16 
日に政府の防災訓練を実施、想定は
発災３日後） 

8. 平成 23 年度全面開園予定（国
営・都立） 

1. 港湾整備事業として整備 
2. 全体規模は 15.8ha 
3. 災害発生時には救援物資などの海
上輸送、河川舟運、陸上輸送への中
継基地、広域支援部隊の一時集結地、
ベースキャンプとして機能。 

4. 平常時のオープンスペースは、
人々の魅力的な憩いの場として利
用。 

 

管理運営 1. 維持管理費はアロケーションに
よる。 

2. 管理は、関東地方整備局 国営昭
和記念公園事務所 

3. 屋内防災体験学習施設の運営に
ついては民間の独立採算（運営方法
を見越した体験学習施設や運営内
容の詳細について民間業者の提案
に委ねる。） 

1. 管理は、首都圏臨海防災センター
の施設を関東地方整備局港湾空港部
が管理、平常時のオープンスペース
等は港湾管理者（川崎市）が管理 

2. 災害発生時には港湾管理者（川崎
市）にかわって国が港湾広域防災施設
及び国有港湾施設を管理し円滑な運
用体制を確保する。（港湾法を一部改
正） 
3. 防災資材を備蓄（敷鉄板、照明器、
トイレ、自転車、リヤカー等） 
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＜有明の丘＞ 

 
 
＜東扇島地区＞ 

 
出所）東北地方整備局 企画部 防災課 

図 3.12 東京湾臨海部における基幹的防災拠点 
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